第５期東京都障害者施策推進協議会・提言起草案に対する留保意見
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●障害者自立支援法と東京都の独自策について
・障害者自立支援法は、「緊急措置」や「特別対策」を経てもなお障害のある人やその家族のくらしを脅かしている実態がある。東京都として障害のある人や家族の声を受け止め、東京都独自の負担軽減策を講じるべきである。
・多数の施設が移行をせずに旧体系のまま運営しているおり、その背景としては利用者の障害程度区分などによって利用可能な事業の範囲が狭いことや利用可能な期間が限定されてしまい新事業体系が柔軟性を欠いていることと、国の定める報酬単価の水準が低いことが上げられる。特に、就労継続支援事業の国の定めた報酬単価が低く、就労移行支援事業と大きな格差がある。東京都においては、報酬単価の改訂や日割り単価制度の見直しなどを国に対して強く求めていくことと同時に東京都の独自制度であるサービス推進費の継続、充実を図っていき、事業者が事業移行しても安定して経営できるような東京都としての策やしくみを整備していくべきである。
●特段の支援を要する人々への配慮について
・障害者自立支援法による障害程度区分では判定が不可能な人や新事業体系では利用可能な事業がない人のための受け皿として、これまでどおりの東京都独自制度の通所訓練事業等を活用して小規模作業所を維持させていくべきである。そのためには区市町村包括補助事業に移行した後も維持・発展させていくべきである。

・小規模作業所はこれまで法に縛られない柔軟な対応で障害のある人の受け皿としての役割を果たしてきた。今後も「法の狭間」といわれる人や６５歳以上の障害のある人等が安心して地域で通所する場としての役割が果たせるよう東京都には引き続き経営支援をすすめるとともに区市町村包括補助事業を通じて制度の維持させていくべきである。
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